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　持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）は，2030年までに持続可能
でよりよい世界を目指す国際目標であり，17のゴール（表１）と169のターゲットから構成さ
れる１）．本稿は，ゴール３（あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し，福祉を推
進する）のターゲット９－2030年までに，有害化学物質，ならびに大気，水質及び土壌の汚染
による死亡及び疾病の件数を大幅に減少させる２）－に着目したものである．
　環境省「平成29年版　環境・循環型社会・生物多様性白書３）」によると，化学物質の曝露に
よる健康への影響を，以下のとおり示している．
①　�世界保健機関（WHO）によると，世界では毎年約20万人が，重金属，農薬，溶融剤，塗

料，薬剤等の化学物質への曝露が原因で死亡していると推定されている．
②　�世界の死亡要因の第 1 位である虚血性心疾患の35％，死亡要因の第 2 位の脳卒中の42％に

ついては，大気汚染，室内空気汚染，受動喫煙等に起因する化学物質への曝露を減らすこ
とで防ぐことができた，ともいわれている．

　上記①においては，人間が日常生活を営むために製造・生産される工業的側面での化学物質
の取り扱いに起因する健康影響が大きな影響をおよぼしていると推測される．モノの製造・生
産（試験・研究も含む）をする場合の化学物質による健康障害防止対策については，多くの国
において法令等により厳しく規制されている．わが国においても，労働安全衛生法をはじめと
した，化学物質を取り扱う労働者の安全・健康を守るための法令が整備されている．しかし，
わが国では未だ化学物質の取り扱いに起因した災害が毎年多く発生しており，SDGsゴール3.9
を達成するための課題は多く残されていると考える．
　本稿では，“わが国の化学物質を取り扱う製造現場における労働者の健康への影響”にフォー
カスし，労働災害の発生状況や主な法規制内容などを踏まえて課題を特定し，化学物質の曝露
による健康影響を減少させるための着目点について考察をおこなった．
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１．化学物質管理の現状

　世界には数多くの化学物質が存在しており，工業的に世界で生産されているものは約10万
超，わが国の労働現場で取り扱われている化学物質は約７万とされている３）．また，労働安全
衛生法における新規化学物質（製造または輸入）の届け出状況については，2007年（平成 19）
に約1,500物質に達し，その後減少したものの，この数年は約1,000物質前後で推移をしている

（図１）４）．これらの化学物質はその危険性や有害性の詳細な物理化学的データが明確になって
いない段階で，労働現場で使用するケースも多い．労働者への健康被害等の影響が発生し，社
会問題に至ってから，その化学物質の危険・有害性が判明する，ということが現実におきてい
る（事例を第３章−表４に提示）．発がん等の重篤な健康有害影響が発生した場合は，法令に
より当該化学物質は規制が強化される．しかし，健康障害が発生してからの規制化では，時既
に遅し，である．
　法令等で具体的な労働災害防止対策が規定されている化学物質以外においても，リスクを適
切に把握し，リスクの程度に応じた労働災害低減をおこなうことを事業者に義務付け（2016
年（平成28）改正労働安全衛生法・化学物質のリスクアセスメントの実施義務化）たことは，
最近の化学物質管理施策の大きな動きである．

　わが国の化学物質管理に関連する主な法令をまとめたものを図２に示す．化学物質の曝露
は，労働環境，消費者および環境経由が主な場面として想定される．労働環境においては労働
安全衛生法や農薬取締法が，消費者においては食品衛生法や建築基準法が，環境経由において
は大気汚染防止法や化学物質排出把握管理促進法など，が代表的な法令として挙げられる．本
稿では，図２中の点線（労働安全衛生法）に着目をした．
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２．化学物質と健康影響との関連

　前記のとおり，製造現場では非常に多くの化学物質が取り扱われている．化学物質の曝露
は，吸入（呼吸器を介した曝露），経皮（皮膚を介した曝露），吸収（消化器を介した曝露）の
いずれかの経路をとる７）．さらに，化学物質は個々に特有の有害性（ハザード）を有してお
り，また製造工程により化学物質を取り扱う量もそれぞれ異なる．一般的には，化学物質の曝
露リスクの見積もりの一つの考え方として「有害性（ハザード）」と「曝露量」の積，が示さ
れている８）．なお，リスクの見積もり方法については複数の手法や考え方が存在する．手法や
考え方の詳細を述べることは本稿の目的ではないため，他の専門書等を参照いただきたい．
　化学物質の曝露リスクを下げ（つまり“①使用する化学物質の低有害化” または “②曝露量
の低減化” を実現する），労働者の安全を確保（つまり健康障害を発生させない）するために，
さまざまな曝露防止対策を施したうえで，労働環境では作業がおこなわれる．
　具体的な曝露防止対策の例を表３に示し，化学物質の曝露リスクを下げるための重要なファ
クター（“①使用する化学物質の低有害化” および “②曝露量の低減化”）の分類をおこなった．
この分類から，①使用する化学物質の低有害化と比べ，②曝露量の低減化に係る対策が多く存
在することが分かる．さらに，②の対策においては，局所排気装置や保護具，作業環境測定な
どの技術的な事項が多く含まれていることが分かる．



SDGsゴール 3.9 ―有害化学物質による死亡及び疾病の件数を大幅に減少させる―を考える（伊藤）

− 146 −

３．化学物質に起因する死亡または疾病の発生状況

　わが国の労働災害による死亡者数および休業４日以上の死傷者数の推移を図３に示した．昭
和40年代後期から平成後期にかけて死亡者数および休業４日以上の死傷者数ともに減少傾向
を示している．この要因として，1972 年（昭和47）に労働安全衛生法の労働基準法からの独
立が，労働災害の大幅な減少に大きく寄与したことが考えられる．一方で，平成後期から令和
にかけての件数はほぼ横ばいで推移している．

　労働災害（休業４日以上の死傷者数）のうち，化学物質に起因する件数を図４に示した．
2008 年（平成 20）以前においては年間 600 件を超える災害発生件数が確認できるが，2008 年
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（平成 20）以降においては年間 500 件程度の化学物質に起因した労働災害（休業４日以上の死
傷者）が発生している．また，災害の内容においては，急性中毒，鉛中毒や発がんなどが確認
できる．近年発生した重篤な労働災害事例の一部を表４に示す．これらの事例および近年発生
している災害内容から，災害発生要因を分析すると，次の要素が挙げられる．
①　既に法規制されているにも関わらず，高度経済成長時と類似した災害が発生している．
②　一方で，法令等未規制化学物質による災害も頻発している．
③　�使用する化学物質の有害性等の科学的知見が不足，また労働衛生保護具の透過や破過など

技術的な知見不足も確認されている．
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　この “年間約 500 件” という数値が，本稿の着目点である「労働環境における有害化学物質
による死亡及び疾病の対象件数」となる．次項以降で，この “約 500 件” を減少させるための
考察をする．

４．化学物質取り扱いのマネジメント

　わが国の有害化学物質による労働者の健康障害防止は，労働安全衛生法および関連規則等で
規制されていることは前記のとおりである．関係法令では事業規模や業種に応じた労働安全衛
生管理体制を構築することが求められている．この管理体制の中でも化学物質管理の中核を担
うのが衛生管理者となる．労働安全衛生法第12条第1項他において，衛生管理者の具体的な職
務として，次の業務が規定されている．
　・健康に異常がある者の発見及び処置
　・作業環境の衛生上の調査
　・作業条件、施設等の衛生上の改善
　・労働衛生保護具、救急用具等の点検及び整備
　・衛生教育、健康相談その他の労働者の健康保持に関する必要な事項
　・�労働安全衛生法第 28 条の２第１項又は第 57 条の３第１項及び第２項の危険性又は有害性

等の調査及びその結果に基づき講ずる措置に関すること
　・安全衛生に関する計画の作成、実施、評価及び改善に関すること　など

　では，衛生管理者がどの程度，化学物質の労働衛生管理を含めた，法令で求められている業
務に携わることができているであろうか．残念ながら，衛生管理者の活動状況を調査した資料
やデータ類はそれほど世に出ていないが，愛媛産業保健推進センター（現・愛媛産業保健総合
支援センター）が2007年６月におこなった調査結果12）によると，“衛生管理者の経験：５年未
満が60％ ”，“衛生管理業務に割ける時間：1 割未満”，“現在の経験・知識では業務遂行が難し
い：57％ ”などの回答が示された．また，労働安全衛生法第19条の２第１項において「事業者
は，事業場における安全衛生の水準の向上を図るため，安全管理者，衛生管理者，安全衛生推
進者，衛生推進者その他労働災害の防止のための業務に従事する者に対し，これらの者が従事
する業務に関する能力の向上を図るための教育，講習等を行い，又はこれらを受ける機会を与
えるように努めなければならない．」と規定されており，化学物質管理を始めとした労働災害
防止のために必要な能力向上の教育を受けることが求められている．しかしながら，中央労働
災害防止協会が2019年（令和元）に衛生管理者を対象におこなった「衛生管理者能力向上教
育に関するアンケート調査」の結果13）では，”能力向上教育を知っている：約６割弱“，”能力
向上教育を知っている者のうち受講経験がある者：約４割“という結果が示された．衛生管理
者が本来実行しなければならない業務を十分におこなえていない実態がうかがえる．
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５．まとめ

　第 1 章にて，化学物質の使用状況およびその使用する化学物質の科学的データは十分に整備
されていないケースがある現状を，第 2 章および第 3 章にて，化学物質の使用に起因した健康
障害の発生状況および災害事例の特徴を，第 4 章にて，化学物質マネジメントの中核を担う人
材，について述べてきた．各章から，技術の側面，規制の側面、人材の側面で課題が残されて
いると考える．この3つの側面から特定した具体的な課題から，本稿のターゲットである「化
学物質の曝露による健康影響を減少」を実現するための，アクションについて考察をした．
①「技術の側面」の課題
　・十分に科学知見が整備されていない化学物質を使用することによる災害が発生している
　・従来では安全な対策とされていた取り組みを実行しても災害が発生している
　　（例）防毒マスク吸収缶の破過，保護手袋の透過など
②「規制の側面」の課題
　・極めて複雑な法体系である
　・法規制されていない化学物質を使用することによる災害が多発しており，後を絶たない
　・重篤災害が発生したら法規制化をするという事後対応が多い
③「人材の側面」の課題
　・化学物質管理の中核を担う“衛生管理者”が十分に本来の業務を遂行できていない
　・�また，化学物質管理は専門性の高い領域にも関わらず，育成という点においても十分にな

されている状況ではない

　技術の側面においては，新規化学物質が毎年数千件単位で増えている現状であり，全ての化
学物質のリスク評価をタイムリーに実施し結果を把握することは現実的ではない．取り扱おう
としている化学物質に関するリスク評価データが存在するのか／しないのか，存在するのであ
ればそのリスク評価に関するデータを理解し，製造現場の状態を踏まえて健康影響リスクは許
容できるのか／できないのか，許容できないのであればどのような対策が必要なのか，を判断
する“人”の存在が不可欠である．法令の側面においては，約半世紀前に健康障害防止対策を
厳格に定めた法令（労働安全衛生法）があるにも関わらず，未だ災害が発生していることの背
景には，法令の複雑さと，それが故に法令の趣旨や目的を真に理解し，製造現場への指導や教
育および適切な対策が十分に施されていない，ということが考えられる．法令を理解し現場に
反映させる，という点においても“人”なくしては取り組むことはできない．最後に，人材の
側面である．化学物質による健康障害防止をコアマネジメントする“衛生管理者”が現状にお
いては十分に業務遂行できていない，能力を発揮しきれていない，という点を指摘した．振り
返ってみると技術や法令とも，その情報を操るのも“人”である．化学物質の曝露による健康
影響を減少させるには，改めて“人材”の育成および活用に着目をする必要性が大いにある．
　最後に，“人材の育成は重要”という一見当たり前のことを述べているが，本稿の主張は化
学物質管理において衛生管理者という人材の育成および活用の重要性を特定し，説いたもので
ある．人は長い時間をかけて育てるものであり，2030年までの残り時間は限られている．
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